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令和６年度公営企業会計決算の審査意見について  

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、令和６年度にかほ市

公営企業会計決算及びその関係書類を審査したので、その結果について次のとおり意

見を提出する。 
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凡   例 

 

１ 文中及び表中の千円、万円単位の金額、比率は原則として表示単位未満を 

 四捨五入した。従って、内訳の計が合計と一致しない場合もある。 

 

２ 表中の記号「△」はマイナスを、「－」は該当数値のないものを表す。 

 

３ 表中にある構成比率は、合計を 100.0％にするため、一部調整したものがある。 

 

４ 文中の前年度に対する増減比率で、当年度に全て増加したものは「皆増」と、

全て減少したものは「皆減」と表示している。  

 



- 1 - 

 

令和６年度 公営企業会計決算審査意見  

 

第１ 審査の対象  

    令和６年度にかほ市水道事業会計決算  

    令和６年度にかほ市下水道事業会計決算  

 

 

第２ 審査の期間    

令和７年６月２３日から令和７年８月２２日まで 

 

第３ 審査の方法  

    審査にあたっては、水道事業会計及び下水道事業会計決算書等が地方公営企業

法（昭和 27 年法律第 292 号）及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計

数は正確か、事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているかを検証するた

め、会計帳簿、証拠書類との照合など必要と認める審査を実施した。  

審査に当たっては、関係書類、帳簿について関係職員から説明を求め、地方公営

企業経営の基本原則である経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として審査を行

った。 

 

第４ 審査の結果及び意見  

   審査に付された水道事業会計及び下水道事業会計の決算書、財務諸表及び附属

書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿並び

に証書類と符合し、正確であると認めた。また、経営状況及び当年度末の財政状況

を適正に表示していると認めた。  

   概要等及び意見は次のとおりである。  
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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業務実績について 

 本年度末の給水戸数は、前年度比６４戸増１０，７３１戸となっている。 

 また、年間給水量は、前年比４．５％減の３，０９４，４４７ｍ３となっている。人口減

少等の影響により、家事用・営業用・団体用・工業用・臨時用の使用量は減少している。 

 施設利用率は、前年比０．７％減の４０．６％となっている。 

 なお、区分別の年度末需要家戸数及び年間給水量の推移は次表のとおりである。 

 

（単位：戸・ｍ 3） 

区   分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 前年度比較 

家 事 用 
戸  数 9,262 9,165 9,217 52 

給 水 量 2,163,616 2,093,737 2,031,031 △ 62,706 

営 業 用 
戸 数 406 399 393 △ 6 

給 水 量 320,180 316,559 300,069 △ 16,490 

団 体 用 
戸 数 669 664 668 4 

給 水 量 363,623 351,796 327,414 △ 24,382 

工 業 用 
戸 数 27 26 27 1 

給 水 量 473,961 465,349 427,372 △ 37,977 

臨 時 用 
戸 数 436 413 426 13 

給 水 量 9,761 14,366 8,561 △ 5,805 

合 計 
戸 数 10,800 10,667 10,731 64 

給 水 量 3,331,141 3,241,807 3,094,447 △ 147,360 
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（年間給水量の推移）                        

 

 

 

２ 経営成績について 

 事業収益では、前年度比１億４，９２２万７千円（26.3％）増の７億１，６１４万１千

円となっている。 

 事業費用では、前年度比１億８４８万５千円（19.4％）増の６億６，７５４万８千円と

なっている。 

経費の主な内訳は、資産減耗費で７，１６０万円（1,526.7％）の増、原水及び浄水費で

４，１５８万３千円（38.3％）の増、総係費で３５６万６千円（5.0％）の増、減価償却費

で７２３万円（2.5％）の減、配水及び給水費で７万４千円（0.1％）の減となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では、前年度７８５万１千円の黒字から本年度は４，

０７４万２千円（518.9％）増の４，８５９万３千円の黒字となっている。（※記載金額税

抜） 

 なお、区分別の年間給水収益の推移は次表のとおりである。 

2,163,616
2,093,737 
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320,180 316,559 300,069 
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327,414 473,961 465,349 
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0
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（年間給水収益の推移）                     （単位：円） 

区   分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 前年度比較 

家 事 用 233,539,074 226,526,472 281,359,849 54,833,377 

営 業 用 60,735,526 60,148,703 73,237,170 13,088,467 

団 体 用 71,034,098 69,235,054 83,178,601 13,943,547 

工 業 用 94,599,432 92,899,618 109,298,286 16,398,668 

臨 時 用 8,077,480 10,571,448 9,895,644 △ 675,804 

合 計 467,985,610 459,381,295 556,969,550 97,588,255 

 

（総収益・総費用・純損益の推移）           （単位：千円） 

 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は２億６，８５１万３千円であり、その主な内訳は、砂エゴ線水道管

耐震化更新工事（３，６２３万１千円）や、鞍骨水源更新工事に伴う実施設計業務委託（１，

６２８万円）である。 

 予算現額（２億８，１３５万７千円）に対する執行率は９５．４％となっている。地方

公営企業法第２６条の規定による繰越額は０円である。 
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４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度借入金が６，３００万円、本年度償還額が１億２，６

７８万６千円で、本年度末残高は２２億１，０７３万４千円となっている。 

 企業債利息は前年度２，５６４万４千円から、本年度は２，４６１万５千円となってい

る。 

 

５ 経営分析について 

 （１）経営成績を示す収益比率等の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 前年度比較 

営 業 収 支 比 率 87.9 89.7 89.2 △0.5 

経 常 収 支 比 率 100.2 101.4 107.3 5.9 

純利益対総収益比率 0.2 1.4 6.8 5.4 

 

 ○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷(営業費用－受託工事費用）×

100】 

  営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされ

る。 

  本年度は８９．２％で、前年度に比べ０．５％低下している。 
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 ○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１０７．３％で、前年度に比べ５．９％上昇している。 

 

 

 ○純利益対総収益比率 【当年度純利益÷総収益×100】 

  総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を示すものであ

る。本年度は６．８％で、前年度に比べ５．４％上昇している。 

 

 

令和６年度は、年間給水量は人口減少等により、前年度に比べ４．５％減少した

が、給水収益は令和６年６月使用分から平均３７％値上げの料金改定を実施したこと

により、前年度比２１．２％９，７５８万８千円の増加となった。この結果、純利益

は前年度比５１９％増の４，８５９万３千円となった。 
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（２）財務比率を示す主要比率の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 前年度比較 

自 己 資 本 構 成 比 率 65.1 65.4 64.8 △0.6 

固定資産対長期資本比率 90.5 90.3 89.6 △0.7 

流 動 比 率 373.0 338.2 271.8 △66.4 

当 座 比 率 370.7 336.8 270.6 △66.2 

 

 

 ○自己資本構成比率  

【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

  本年度は６４．８％で、前年度に比べ０．６％低下している。 

 

 

 

○固定資産対長期資本比率  

【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、

少なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産

に対して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は８９．６％で、前年度に比べ０．７％低下している。 
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○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 

 短期における支払能力を示す流動比率は２７１．８％で、理想比率とされる２０

０％を上回っている。また当座比率は２７０．６％で理想比率とされる１００％を上

回っている。  

 

 

以上のとおり、財政状況は概ね良好な状態にあると判断されるが、現状をより的確 

  に分析し、さらなる経営改善を図られるよう願うものである。 
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６ むすび 

 本市の水道事業は、人口減少等により使用料収入が減少しているなか、老朽化した水道

施設の維持管理費が増加し、様々な経営課題を抱え厳しい財政状況にあったため、水道使

用料を令和６年６月使用分から平均３７％の値上げの料金改定を実施した。 

 この結果、令和６年度決算の給水収益は、前年度に比べ２１．２％、９，７５８万８千

円増加し、損益計算においては、総収益から総費用を差し引いた当年度純利益は、前年度

の７８５万１千円から４，０７４万２千円上回る４，８５９万３千円の黒字を計上してい

る。経営指標では、経常収支比率が前年度比５．９ポイント増の１０７．３％で健全経営

の水準である１００％を上回っている。また、料金回収率は、前年度まで事業費用を給水

収益で賄えている状況とされる１００％を下回っていたが、８．６ポイント増の１０５．

１％となり、料金改定によって経営成績において改善が見られている。 

 水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少に伴うサービス需要及び使用料収入の減少や

施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等により、急速に厳しさを増している。こうしたな

かで、公営企業が必要な住民サービスを安定的に提供していくために、将来にわたり持続

可能なストックマネジメントの推進や、適切な原価計算に基づく料金水準の設定の公営企

業の基盤強化の取り組みを進めていただきたい。 

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 
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水 道 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業収益 756,274,000 773,336,345 17,062,345 102.3 

営業収益 671,943,000 629,898,175 △ 42,044,825 93.7 

営業外収益 84,328,000 143,438,170 59,110,170 170.1 

特別利益 3,000 0 △ 3,000 0.0 

 収益的収入の決算額は、７億７，３３３万６千円で、予算額に対して１０２．３％の執

行率となり、１，７０６万円上回っている。その内訳は、営業収益６億２，９８９万８千

円、営業外収益１億４，３４３万８千円である。特別利益は０円である。 

 

(2) 収益的支出  

                    （単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不 用 額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業費用 660,081,000 690,999,437 △ 30,918,437 104.7 

営業費用 630,115,000 665,857,373 △ 35,742,373 105.7 

営業外費用 24,962,000 25,017,630 △ 55,630 100.2 

特別損失 1,004,000 124,434 879,566 12.4 

予備費 4,000,000 0 4,000,000 0.0 

 収益的支出の決算額は、６億９，０９９万９千円で、予算額に対して１０４．７％の執

行率となり３，０９１万８千円上回っている。その内訳は、営業費用６億６，５８５万７

千円、営業外費用２，５０１万８千円、特別損失１２万４千円である。 
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(3) 資本的収入 

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 195,840,000 151,662,890 △ 44,177,110 77.4 

企業債 63,000,000 63,000,000 0 100.0 

負担金 105,441,000 61,264,922 △ 44,176,078 58.1 

出資金 27,399,000 27,397,968 △ 1,032 100.0 

 資本的収入の決算額は１億５，１６６万３千円で、予算額に対して７７．４％の執行率

となり、４，４１７万 7 千円下回っている。その内訳は、企業債６３，０００万円、負担

金６，１２６万５千円、出資金２，７３９万８千円となっている。 

 

(4) 資本的支出                      

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額

（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 408,144,000 395,298,628 0 12,845,372 96.9 

建設改良費 281,357,000 268,512,595 0 12,844,405 95.4 

企 業債 償 還

金 
126,787,000 126,786,033 0 967 100.0 

 資本的支出の決算額は３億９，５２９万９千円で、予算額に対して９６．９％の執行率

となり、１，２８４万５千円下回っている。その内訳は、建設改良費２億６，８５１万３

千円、企業債償還金１億２，６７８万６千円となっている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額２億４，３６３万５，７３８円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，７９６万２，２３３円、過年度分損益

勘定留保資金２億２，５６７万３，５０５円で補てんしている。 
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(5) 予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用すること

のできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執行

されており、その内訳は次のとおりである。 

 

（単位：円、税込） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－

（Ａ） 

付  記 

企 業 債 63,000,000 63,000,000 0  

一 時 借 入 金 70,000,000 0 △ 70,000,000  

職 員 給 与 費 62,425,000 58,290,605 △ 4,134,395  

交 際 費 100,000 0 △ 100,000  

た な 卸 資 産 

購 入 限 度 額 
8,000,000 4,103,297 △ 3,896,703 
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２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

  事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の 

とおりである。                        （単位：円、税抜） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 572,727,914 営 業 費 用 642,405,479 営 業 損 益 △ 69,677,565 

営業外収益 143,412,789 営業外費用 25,017,630 営業外損益 118,395,159 

特 別 利 益 0 特 別 損 失 124,434 特 別 損 益 △ 124,434 

総 収 益 716,140,703 総 費 用 667,547,543 当年度純損益 48,593,160 

 当年度の損益は、営業損益で６，９６７万７，５６５円の損失、営業外損益で１億１，

８３９万５，１５９円の利益、特別損益で１２万４，４３４円の損失となっており、この

結果、当年度は４，８５９万３，１６０円の利益となっている。 

(2)営業損益の対前年度比較                 （単位：円、％、税抜） 

年 度 

区 分 
令和４年度 

（Ａ） 

令和５年度 

（Ｂ） 

令和６年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)×10

0 

営 業 収 益 486,759,156 478,133,478 572,727,914 94,594,436 19.8 

 給 水 収 益 467,985,610 459,381,295 556,969,550 97,588,255 21.2 

受 託 工 事 収 益 0 0 0 0 0 

その他営業収益 18,773,546 18,752,183 15,758,364 △ 2,993,819 △ 16.0 

営 業 費 用 554,036,958 532,923,711 642,405,479 109,481,768 20.5 

 原水及び浄水費 118,580,861 108,441,407 150,024,484 41,583,077 38.3 

配水及び給水費 51,044,334 51,718,032 51,643,826 △ 74,206 △ 0.1 

受 託 工 事 費 0 0 0 0 0 

業 務 費 12,094,252 11,949,987 11,988,508 38,521 0.3 

総 係 費 64,910,181 71,639,788 75,205,654 3,565,866 5.0 

減 価 償 却 費 292,637,035 284,484,615 277,253,481 △ 7,231,134 △ 2.5 

資 産 減 耗 費 14,770,295 4,689,882 76,289,526 71,599,644 1,526.7 

営 業 損 益 △ 67,277,802 △ 54,790,233 △ 69,677,565 △ 14,887,332 27.2 
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 営業収益を前年度と比較すると９，４５９万４，４３６円（19.8％）増加しており、項

目別にみると、給水収益９，７５８万８，２５５円（21.2％）の増、その他営業収益２９

９万３，８１９円（16.0％）の減となっている。 

 営業費用を前年度と比較すると１億万９４８万１，７６８円（20.5％）増加しており、

項目別にみると主なものは、資産減耗費７，１５９万９，６４４円（1526.7％）、原水及び

浄水費４，１５８万３，０７７円（38.3％）、総係費３５６万５，８６６円（5.0％）の増

となっている。 

 この結果、営業損益は前年度に比較して損失が１，４８８万７，３３２円（27.2％）増

加し、６，９６７万７，５６５円の損失となっている。 

 

(3)営業外損益の対前年度比較 

（単位：円、％、税抜） 

年 度 

 

区 分 

令和４年度 

（Ａ） 

令和５年度 

（Ｂ） 

令和６年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 外 収 益 95,453,525 88,711,268 143,412,789 54,701,521 61.7 

 受取利息及び配当金 7,445 8,154 476,160 468,006 5,739.6 

補 助 金 5,291,287 5,236,915 4,678,261 △ 558,654 △ 10.7 

長期前受金戻入 89,683,247 83,052,260 137,708,595 54,656,335 65.8 

雑 収 益 471,546 413,939 549,773 135,834 32.8 

営 業 外 費 用 27,194,948 25,882,689 25,017,630 △ 865,059 △ 3.3 

 支 払 利 息 及 び 

企業債取扱諸費 
27,194,948 25,643,636 24,615,412 △ 1,028,224 △ 4.0 

 雑 支 出 0 239,053 402,218 163,165 68.3 

営 業 外 損 益 68,258,577 62,828,579 118,395,159 55,566,580 88.4 

 営業外収益を前年度と比較すると５，４７０万１，５２１円（61.7％）増加しており、

項目別に見ると主なものは、長期前受金戻入５，４６５万６，３３５円（65.8％）の増、

雑収益１３万５，８３４円（32.8％）の増となっている。 

 営業外費用は８６万５，０５９円（3.3％）減少しており、これは支払利息及び企業債取

扱諸費と雑支出によるものである。 

 この結果営業外損益は、前年比５，５５６万６，５８０円（88.4％）増の１億１，８３
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９万５，１５９円の利益となっている。 

(4)特別損益の対前年度比較  

              （単位：円、％、税抜） 

年 度 

 

区 分 

令和４年度

（Ａ） 

令和５年度

（Ｂ） 

令和６年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

特 別 利 益 93,983 68,910 0 △ 68,910 △ 100.0 

 固 定 資 産 売 却 益 0 0 0 0 0 

貸倒引当金戻入益 93,983 68,190 0 △ 68,910 △ 100.0 

その他特別利益 0 0 0 0 0 

特 別 損 失 186,102 256,528 124,434 △ 132,094 △ 51.5 

 過年度損益修正損 186,102 256,528 124,434 △ 132,094 △ 51.5 

貸倒損失 0 0 0 0 0 

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 0 0 

特 別 損 益 △ 92,119 △ 187,618 △ 124,434 63,184 △ 33.7 

特別損益を前年度と比較すると、特別利益は６万８，９１０円（100％）減少している。

これは貸倒引当金戻入益が皆減したことによるものである。 

特別損失は１３万２，０９４円（51.5％）減少しており、項目別にみると過年度損益修正

損が減少したことによるものである。 

この結果、特別損益は１２万４，４３４円の損失となっている。 

  



- 16 - 

 

(5)収益、費用、損益及び利益剰余金等の推移 

        （単位：円、％、税抜） 

年 度 

 

区 分 

令和４年度 

（Ａ） 

令和５年度 

（Ｂ） 

令和６年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 収 益 486,759,156 478,133,478 572,727,914 94,594,436 19.8 

営 業 費 用 554,036,958 532,923,711 642,405,479 109,481,768 20.5 

営 業 損 益 △ 67,277,802 △ 54,790,233 △ 69,677,565 △ 14,887,332 27.2 

営 業 外 収 益 95,453,525 88,711,268 143,412,789 54,701,521 61.7 

営 業 外 費 用 27,194,948 25,882,689 25,017,630 △ 865,059 △ 3.3 

営 業 外 損 益 68,258,577 62,828,579 118,395,159 55,566,580 88.4 

特 別 利 益 93,983 68,910 0 △ 68,910 △ 100.0 

特 別 損 失 186,102 256,528 124,434 △ 132,094 △ 51.5 

特 別 損 益 △ 92,119 △ 187,618 △ 124,434 63,184 △ 33.7 

総 収 益 582,306,664 566,913,656 716,140,703 149,227,047 26.3 

総 費 用 581,418,008 559,062,928 667,547,543 108,484,615 19.4 

当 年 度 純 損 益 888,656 7,850,728 48,593,160 40,742,432 519.0 

前年度繰越利益剰余金 

（△前年度繰越欠損金） 226,116,637 215,655,028 212,330,468 △ 3,324,560 △ 1.5 

そ の 他 未 処 分 利 益 

剰 余 金 変 動 額  
0 0 0 0 0.0 

当年度未処分利益剰余金 

(△当年度未処理欠損金) 227,005,293 223,505,756 260,923,628 37,417,872 16.7 
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３ 財政状態 

(1) 資産及び負債・資本 

（単位：円、％） 

年 度 

科 目 

令和５年度 令和６年度 比 較 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 増減率 

資 

 

産 

固

定

資

産 

有 形 固 定 資 産 6,067,781,260 86.7  5,959,229,659 84.6  △ 108,551,601 △ 1.8 

投 資 0 0.0 0 0.0  0 0 

小 計 6,067,781,260 86.7  5,959,229,659 84.6  △ 108,551,601 △ 1.8 

流 動 資 産 928,773,562 13.3  1,088,523,969 15.4  159,750,407 17.2 

資 産 合 計 6,996,554,822 100.0  7,047,753,628 100.0  51,198,806 0.7 

負 

 

債 

固 定 負 債 2,147,734,367 30.7  2,079,034,215 29.5  △ 68,700,152 △ 3.2 

流 動 負 債 274,600,058 3.9  400,510,517 5.7  125,910,459 45.9 

繰 延 収 益 1,816,253,929 26.0  1,734,251,300 24.6  △ 82,002,629 △ 4.5 

負 債 合 計 4,238,588,354 60.6  4,213,796,032 59.8  △ 24,792,322 △ 0.6 

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 2,430,092,487 34.7  2,457,490,455 34.9  27,397,968 1.1 

小 計 2,430,092,487 34.7  2,457,490,455 34.9  27,397,968 1.1 

剰 

余

金 

資 本 剰 余 金 3,653,340 0.1  3,653,340 0.1  0 0.0 

利 益 剰 余 金 324,220,641 4.6  372,813,801 5.3  48,593,160 15.0 

小 計 327,873,981 4.7  376,467,141 5.4  48,593,160 14.8 

資 本 合 計 2,757,966,468 39.4  2,833,957,596 40.2  75,991,128 2.8 

負 債 ・ 資 本 合 計 6,996,554,822 100.0  7,047,753,628 100.0  51,198,806 0.7 
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① 資産について 

資産について前年度と比較すると、有形固定資産が１億８５５万１，６０１円（1.8％）

減少し、構成比率は８４．６％となっている。その主なものは構築物２億２，１００万８，

５３４円（4.0％）の減、機械及び装置１，３７８万３，３８１円（4.9％）の減、工具器

具及び備品８３４万９，８６９円（21.9％）の減となっている。 

 流動資産は１億５，９７５万４０７円（17.2％）増加し、構成比率は１５．４％となっ

ている。その主なものは現金・預金１億４，９４５万６，７１５円（17.1％）の増となっ

ている。 

 

② 負債について 

 負債について前年度と比較すると、固定負債が６，８７０万１５２円（3.2％）減少し、

構成比率は２９．５％となっている。これはすべて企業債である。 

流動負債は１億２，５９１万４５９円（45.9％）増加し、構成比率は５．７％となって

いる。その主なものは未払金１億３，４０６万３，０５０円（110.3％）の増となっている。 

繰延収益は８，２００万２，６２９円（4.5％）減少し、構成比率は２４．６％となって

いる。 

 

③ 資本について 

 資本金について前年度と比較すると、７，５９９万１，１２８円（2.8％）の増となって

いる。 

 剰余金について前年度と比較すると、資本剰余金は変わらず、利益剰余金は４，８５９

万３，１６０円（15.0％）の増となっており、合計で４，８５９万３，１６０円（14.8％）

の増となっている。 
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(2)企業債 

  企業債について過去 3 か年度を比較すると次のとおりである。 

（単位：円） 

企業債の当年度末未償還額は、２２億１，０７３万４，３６７円で前年度に比較すると

６，３７８万６，０３３円減少している。 

 

（企業債の推移）                       （単位：百万円） 

 

 

 

125 126 127 
20 50 63 

2,351 
2,275 

2,211 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和4年度 令和5年度 令和6年度

償還元金 借入額 年度末未償還額

年 度 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

前年度末未償還残高 2,455,351,598 2,350,675,159 2,274,520,400 

当 年 度 借 入 額 20,000,000 50,000,000 63,000,000 

当 年 度 償 還 額 124,676,439 126,154,759 126,786,033 

当年度末未償還残高 2,350,675,159 2,274,520,400 2,210,734,367 
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下 水 道 事 業 会 計 

 

１ 業務実績について 

 本年度末の接続戸数は、前年度比１１３戸増７，９６７戸となっている。 

 また、年間有収汚水量は、１，９６８，４２４ｍ３となっている。 

 施設利用率は、５７％となっている。 

  

２ 経営成績について 

 事業収益では、１４億５８９万３千円となっている。執行率は９６．３％となっている。 

 事業費用では、１３億４，９３０万円となっている。執行率は９５．３％となっている。 

経費の主な内訳は、減価償却費で８億７，４０６万７千円、処理場費で１億５，８９２

万８千円、支払利息及び企業債扱諸費で１億３，８８３万３千円、管渠費で９，７３７万

３千円となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では、５，６４６万３千円の黒字となっている。（※

記載金額税抜） 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は１億５，７８４万２千円であり、その内訳は、象潟地区幹線管更新

工事（４，４２８万４千円）や、笹森クリーンセンター電気設備更新工事（３，０８０万

円）である。 

 予算現額（１億５，７８４万２千円）に対する執行率は９２．３％となっている。地方

公営企業法第２６条の規定による繰越額は０円である。 

 

４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度借入金が６億３，８６０万円、本年度償還額が１０億

３，０５２万３千円で、本年度末残高は１０３億４，７６２万５千円となっている。 

 企業債利息は１億３，８８３万３千円となっている。 

 

５ 経営分析について 

 （１）経営成績を示す収益比率等の推移は次のとおりである。 

 ○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷(営業費用－受託工事費用）×
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100】 

  営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされ

る。 

  本年度は２２．７％である。 

 

 ○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１０７．２％である。 

 

 ○純利益対総収益比率 【当年度純利益÷総収益×100】 

  総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を示すものであ

る。本年度は４．０％である。 

 

（２）財務比率を示す主要比率は次のとおりである。 

 ○自己資本構成比率  

【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

  本年度は５１．１％である。 

 

○固定資産対長期資本比率  

【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、

少なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産

に対して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は１０４．５％である。 

 

○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 
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 短期における支払能力を示す流動比率は２１．１％で、理想比率とされる２００％

を下回っている。また当座比率は２１．１％で理想比率とされる１００％を下回って

いる。  

経営分析については以上のとおりであるので、さらなる経営改善を図られるよう

願うものである。 

 

６ むすび 

   令和６年度の下水道事業会計決算は、公共下水道事業特別会計と農業集落排水事業

特別会計を清算して、地方公営企業法を全部適用した公営企業会計に移行して初めて

の決算である。初年度の損益計算は、総収益から総費用を差し引いた当年度純利益は、

５，６４６万２，８９７円の黒字となっている。前年度との比較が困難な部分はある

が、経営の健全性を示す経常収支比率は１０７．２％であり、健全経営の水準とされ

る１００％を上回っている。一方、年度末接続人口は、前年度比１．４８％減の１９，

５９９人、年間有収汚水量は前年度比３．１９％減の１９６万８千㎥となっており、

使用料収入も減少している。使用料水準の妥当性を示す経費回収率は１００％を下回

る７９．９９％となり、事業に必要な費用を使用料で賄えていない状況が課題となっ

ている。総収益には従来の市一般会計からの繰入金が他会計補助金の項目で７億１，

０３０万４千円が計上され、総収益の５０．５％を占めている。この補助金について

は、市一般会計においては一部が地方交付税において考慮されているものの、公営企

業会計には一般会計を圧迫しないような経営が望まれる。 

下水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少に伴うサービス需要及び使用料収入の

減少や施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等により、急速に厳しさを増している。

こうしたなかで、公営企業が必要な住民サービスを安定的に提供していくために、将

来にわたり持続可能なストックマネジメントの推進や適切な原価計算に基づく料金

水準の設定等、公営企業の基盤強化になお一層の取り組みを進めていただきたい。 

 

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 
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下 水 道 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

下水道事業収益 1,459,457,000 1,432,546,262 △ 26,910,738 98.2 

営業収益 297,270,000 291,142,519 △ 6,127,481 97.9 

営業外収益 1,157,359,000 1,136,566,890 △ 20,792,110 98.2 

特別利益 4,828,000 4,836,853 8,853 100.2 

 収益的収入の決算額は、１４億３，２５４万６千円で、予算額に対して９８．２％の執

行率となっている。その内訳は、営業収益２億９，１１４万３千円、営業外収益１１億３，

６５６万 7 千円、特別利益４８３万７千円である。 

 

(2) 収益的支出  

                    （単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不 用 額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

下水道事業費用 1,416,515,000 1,376,833,520 39,681,480 97.2 

営業費用 1,231,463,000 1,196,072,215 35,390,785 97.1 

営業外費用 140,120,000 138,833,241 1,286,759 99.1 

特別損失 41,932,000 41,928,064 3,936 100.0 

予備費 3,000,000 0 3,000,000 0.0 

 収益的支出の決算額は、１３億７，６８３万４千円で、予算額に対して９７．２％の執

行率となっている。その内訳は、営業費用１１億９，６０７万２千円、営業外費用１億３，

８８３万３千円、特別損失４，１９２万８千円である。 
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(3) 資本的収入 

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 734,677,000 707,944,710 △ 26,732,290 96.4 

企業債 661,900,000 636,400,000 △ 25,500,000 96.1 

補助金 59,063,000 57,663,000 △ 1,400,000 97.6 

負担金 13,714,000 13,881,710 167,710 101.2 

 資本的収入の決算額は７億７９４万５千円で、予算額に対して９６．４％の執行率とな

っている。その内訳は、企業債６億３，６４０万円、補助金５，７６６万３千円、負担金

１，３８８万２千円となっている。 

 

(4) 資本的支出                      

（単位：円、％、税込） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額

（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 1,205,078,000 1,191,677,733 0 13,400,267 98.9 

建設改良費 171,059,000 157,842,132 0 13,216,868 92.3 

企業債償還金 1,030,605,000 1,030,522,591 0 82,409 100.0 

その他資本的支出 3,414,000 3,313,010 0 100,990 97.0  

 資本的支出の決算額は１１億９，１６７万８千円で、予算額に対して９８．９％の執行

率となっている。その内訳は、建設改良費１億５，７８４万２千円、企業債償還金１０億

３，０５２万３千円、その他資本的支出３３１万３千円となっている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４億８，３７３万３千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，３７９万１千円、当年度分損益勘定留保資金

４億４，７８４万７千円、引継金２，２０９万５千円で補てんしている。 
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(5) 特例的収入                      

（単位：円、％、税込） 

区   分 予算現額 決 算 額 比較増減 執行率 

特例的収入 77,010,000 77,010,117 117 100.0 

 特例的収入の決算額は７，７０１万円で、予算額に対して１００％の執行率となってい

る。 

(6) 特例的支出                      

（単位：円、％、税込） 

区   分 予算現額 決 算 額 比較増減 執行率 

特例的支出 227,931,000 227,930,642 △ 358 100.0 

 特例的支出の決算額は２億２，７９３万１千円で、予算額に対して１００％の執行率と

なっている。 

 

(7) 予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用すること

のできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執行

されており、その内訳は次のとおりである。 

 

（単位：円、税込） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－（Ａ） 
付  記 

企 業 債 664,600,000 638,600,000 △ 26,000,000  

一 時 借 入 金 500,000,000 0 △ 500,000,000  

職 員 給 与 費 27,634,000 25,487,522 △ 2,146,478  

交 際 費 0 0 0  
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２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

  事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の 

とおりである。                        （単位：円、税抜） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 264,780,069 営 業 費 用 1,168,669,062 営 業 損 益 △ 903,888,993 

営業外収益 1,136,276,892 営業外費用 138,833,241 営業外損益 997,443,651 

特 別 利 益 4,836,303 特 別 損 失 41,928,064 特 別 損 益 △ 37,091,761 

総 収 益 1,405,893,264 総 費 用 1,349,430,367 当年度純損益 56,462,897 

 当年度の損益は、営業損益で９億３８８万８，９９３円の損失、営業外損益で９億９，

７４４万３，６５１円の利益、特別損益で３，７０９万１，７６１円の損失となっており、

この結果、当年度は５，６４６万２，８９７円の当期純利益となっている。 
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３ 財政状態 

(1) 資産及び負債・資本 

（単位：円、％） 

年 度 

科 目 

令和６年度 

金  額 構成比 

資 

 

産 

 

固

定

資

産 

有 形 固 定 資 産 21,074,931,028 98.7  

無 形 固 定 資 産 43,258,705 0.2  

投資その他の資産 810,000 0.0 

小 計 21,118,189,733 98.9  

流 動 資 産 240,399,257 1.1  

資 産 合 計 21,359,398,990 100.0  

負 

 

債 

固 定 負 債 9,310,074,427 43.6  

流 動 負 債 1,141,028,218 5.3  

繰 延 収 益 9,929,513,053 46.5  

負 債 合 計 20,380,615,698 95.4  

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 839,060,118 3.9  

小 計 839,060,118 3.9  

剰 

余

金 

資 本 剰 余 金 83,260,277 0.4  

利 益 剰 余 金 56,462,897 0.3  

小 計 139,723,174 0.7  

資 本 合 計 978,783,292 4.6  

負 債 ・ 資 本 合 計 21,359,398,990 100.0  

 

 



- 28 - 

 

① 資産について 

資産について、有形固定資産は２１０億７，４９３万１，０２８円であり、構成比率は

９８．７％となっている。その主なものは構築物１８４億１，５０７万４，５１１円、建

物１５億４，１５９万６，７７７円、機械及び装置９億５，２３９万６，１８８円となっ

ている。 

 流動資産は２億４，０３９万９，２５７円であり、構成比率は１．１％となっている。

その主なものは現金・預金で２億１，２３６万８３３円となっている。 

 

② 負債について 

 負債については、固定負債が９３億１，００７万４，４２７円、構成比率は４３．６％

となっている。これはすべて企業債である。 

流動負債は１１億４，１０２万８，２１８円、構成比率は５．３％となっている。その

主なものは企業債１０億３，７５５万７２７円となっている。 

繰延収益は９９億２，９５１万３，０５３円、構成比率は４６．５％となっている。 

 

③ 資本について 

 資本金については、８億３，９０６万１１８円となっている。 

 剰余金については、資本剰余金は８，３２６万２７７円、利益剰余金は５，６４６万２，

８９７円となっている。 
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(2)企業債 

  企業債について過去 2 か年度を比較すると次のとおりである。 

 

（単位：円） 

企業債の当年度末未償還額は、１０３億４，７６２万５，１５４円で前年度に比較する

と３億９，１９２万２，５９１円減少している。 

 

（企業債の推移）                       （単位：百万円） 

 

 

 

1,029 1,031 
581 639 

11,188 

10,740 10,348 
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12,000

令和4年度 令和5年度 令和6年度

償還元金 借入額 年度末未償還額

年 度 

区 分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

前年度末未償還残高 11,737,543,130 11,187,701,793 10,739,547,745 

当 年 度 借 入 額 476,800,000 581,000,000 638,600,000 

当 年 度 償 還 額 1,026,641,337 1,029,154,048 1,030,522,591 

当年度末未償還残高 11,187,701,793 10,739,547,745 10,347,625,154 


